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【協会からのお知らせ】 
 

 
 
   

                 

＊11 月 12 日(水)   

「日蘭園芸セミナー（ウェビナー）」 
 

＊ 1 月 22 日(金)  

「令和２年度補正予算及び令和３年度 当初予算等説明会」 

   場所：石垣記念ホール ＊詳細日程等は後日お知らせ致します。 
 

＊２月４日(木)～５日(金)  

「第 42 回 施設園芸総合セミナー･機器資材展」の開催 

場所：東京都江戸川区総合文化センター 
 

※今後のスケジュールについては、新型コロナウイルス感染の影響が不透明であり、実施・中止・延期等の 

情報は速やかにお伝えできるように努めます。 

 
 

 
 
 

当協会では、施設園芸に関する技術研修として、基礎知識・技術の習得を目的とした初級講座（５

月下旬頃）、より高度な内容の習得を目的とした中級講座（８月下旬頃）を開設していますが､中級講

座を受講されて施設園芸技術指導士補の資格を有するとともに、一定年数以上の実務経験をお持ちの

方を対象に、施設園芸技術指導士資格試験を毎年実施しています。今年度は、去る 10 月 28 日(水)に

第 10回目となります当試験を行ったところであり、12月に開催予定の「施設園芸技術者研修及び資

格試験認定委員会」において合否を判定し、12月～１月に合格者を発表する予定です。 

施設園芸技術指導士は、施設園芸に精通し、栽培施設の設計施工管理・施設内環境管理・園芸作物

栽培管理・青果物流通等について、技術的な助言・指導等を行うことができる専門家としての資格で

あり、平成 23年度の第１回から昨年度の第９回までの累計で 102 名の方が合格され、100 名の大台を

超えることとなりました。試験は筆記試験及び面接試験から成り、指導士にふさわしい知識・技術の

習得がなされているか、指導者としての適性があるか等を審査、判定することとしています。受験資

格のある方におかれては奮って受験され、我が国施設園芸の発展に寄与されることを期待いたします。 
 
 

 

 

〇大規模施設園芸・植物工場の実態調査 
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Tel:03-3667-1631 Fax:03-3667-1632  ホームページ https://jgha.com 

１．日本施設園芸協会 今後の主要行事予定 

２．「第 10 回施設園芸技術指導士」資格試験の実施について 



４．日本型大型(1ha)モデルハウス実証・支援事業 

これまで、次世代施設園芸加速化支援事業において、大規模施設園芸・植物工場の全国実態調査

を実施し、年度末に事業報告書を発行し、ホームページでも公開してきました。経営の黒字・赤字

など、有益な情報を提供しております。 

状況の本年度は、同様の調査をスマートグリーンハウス展開推進事業において実施します。本年

度の調査の特徴として、とくにスマート化技術(システム・各種ツール)の導入例を把握するための

項目を追加しています。これらの調査結果を分析・とりまとめて、令和３年３月に事業報告書とし

て発行する予定です。 
 

〇スマートグリーンハウスセミナー（第１回)  

(オンライン開催、令和２年 11月 20 日申込締切) 

本事業の第１回セミナーとして、オンラインで都市近郊の施設園芸を中心とした複合経営とデー

タ活用について、事例紹介とディスカッションを行います。 

詳細については、本ニュースレター後述の【イベント紹介】の記事または下記の当協会ホームペ

ージをご参照ください。 

 https://jgha.com/news/smartsemi01/ 
 

〇スマートグリーンハウス転換に向けた指導者育成のための研修 

全国６カ所のモデルハウス型植物工場研修拠点(農研機構つくば・九州、千葉大学、三重県農業研

究所、大阪府立大学、愛媛大学)において、施設園芸のスマート化技術の基本知識、実践的手法に関

する指導者育成のための研修を実施しています。 

各拠点ともコロナ禍の影響で研修の第１回目の開始時期が遅れましたが、今後、ほぼ予定どおり

の回数を実施する予定にしています。最新の情報は下記の当協会ホームページをご覧いただくとと

もに、各研修実施拠点に問い合わせてください。 

https://jgha.com/ps/ 

 

 

 
 

～1ha 規模の大型ハウス (株式会社トマトパーク徳島)の現地検討会の実施報告～ 
 

本事業では、１ha規模の大型ハウスの普及を図るため、安心して取り組めるモデル仕様ハウスの提

案を行うととともに、大型ハウスにおける生産管理技術などの情報発信に取り組んでいます。令和２

年 10月７日(水)に株式会社トマトパーク徳島(徳島県阿波市)において現地検討会を開催しました。参

加者の対象を本事業の賛同支援会員と農林水産省関係者としました。現地参加者は 19 名、WEB 会議で

の参加者は９名でした。 

(1)説明会(於 阿波市役所会議室２階会議室) 

〇株式会社誠和。の西田啓造 氏より、施設の事業目標、 

生産拠点としての役割、人材育成の取り組み、日本型  

大型施設園芸モデルとしての役割が説明され、高収量 

実験のために設定したスペックが紹介されました。敷  

地面積は約２ha で、栽培棟(含む機械室)の面積は約 

1.3ha です。 

 収量目標として、３年後に 45t/10a とし、５年後に 

50t/10a をめざしています。 トマトパーク徳島の施設全景 



〇ハウス建設・内部設備について、株式会社大仙の津川 

修一氏と河合幹裕氏により、それらの特徴が説明され  

ました。軒高は 5.5m で耐風性は 48m/s の設計です。 

モデル仕様の考え方を取り入れて、ハウス内における 

採光性の向上のために垂木ピッチを 4.0m と広くして、 

柱は白色塗装されています。換気性能の向上のために、 

両側天窓で水平よりも大きく上に開く構造とし、防虫 

ネットは蛇腹式が採用されました。妻面や側面には 

硬質プラスチックの複層板(アクリル/ポリカーボネート)が採用されています。事業費は土地造成 

を含めて施設・設備全体で約８億円でした。 
 

(2)現地ハウス見学 

説明会の後に、株式会社トマトバーク徳島の生産施設(阿

波市土成町)に移動し、ハウス内を見学しました。株式会社

トマトパークの猿山裕之氏より、施設・設備の特徴、栽培

方式・品種、管理作業などについて説明されました。栽培

ベンチはハンギングガター(誠和製)で、局所暖房用パイプ

が設置されています。高所作業台車は国産製品を利用して

います。屋根のタルキ間隔が広く柱部材の白色塗装により

明るいハウスとなっています。換気性能が高いハウスで、

定植されたトマトも順調に生育していました。 

約１ha 規模の先進的生産施設になると、単に生産・販売面だけではなく、今後の生産物安定供給に

係るスマートフードチェーンの担い手として、また、地域の拠点施設として農業者やコンサルタント

等の人材育成や技術革新に向けた産学官連携の場など、いろいろな役割が加わって重要な施設となり

うることが実感できました。 
 

(3)今後の実証・支援事業について 

日本施設園芸協会では今後、１ha規模で新設されるハウスにモデルハウス仕様の適用を働きかける

とともに、トマトパーク徳島ハウスからご提供される生産技術や労働時間などの各種情報を関係者に

発信し、１ha規模ハウスの利用が広まるように、積極的に取り組んで行きます。 

 本実証・支援事業の詳細は、下記の協会ホームページをご覧ください。 

https://jgha.com/product/jgha_model_house/ 

 

 

   

当協会では、協会発足当初から園芸用使用済プラスチックの適正処理推進に取り組んで参りまし

たが、回収体制が未整備な地域があることや分別回収が不備で処理コストが嵩むなど問題点が多く

あります。また、循環型社会の構築に向けて廃棄物の発生抑制や再利用などにより排出量を減らす

ことは、温室効果ガスの削減や廃棄物処理コストの削減に繋がることから、農業分野における園芸

用使用済プラスチックの適正処理に対する関心を一層高め、とりわけリサイクルに向けた取り組み

を進めることが大きな課題となっています。 

５.園芸用プラスチック適正処理対策事業の実施状況について 

ハウスの軒高は 5.5m、天窓は大きく開く 

トマトの状況と高所作業台車 



  一方、廃掃法の度重なる改正に伴って排出者である農業者の義務・責務が拡大されたことや中国

廃プラ輸入禁止及びバーゼル条約等で再生原料の需要の先細りが予見され、また処理業者の廃業と

いった事態もあり、市町村協議会等における回収・処理の適正処理の継続、課題の解決が重要な局

面に至っていることがあります。 

このような状況のもと、当協会では関係団体のご協力を得て「園芸用プラスチック適正処理対策

事業」を実施し、適正処理を促進するための諸活動を行っています。 

  さらに、適正処理の推進にあたっては、当協会が発行している「農業用使用済プラスチック適正

処理の手引き（平成 31年２月版）」、パンフレット「<農業用使用済プラスチック>適正処理のご案

内」等を有効に活用していただくようお願いいたします。 

  農業廃プラスチックの適正処理推進のため、対策委員会（６月 12 日開催）を設置し、ワーキング

グループ会議（５月 22日文面開催）の活動を通じて以下の様な事業を実施しています。 
 

１. 各ブロック協議会・都道府県協議会の活性化を図るため助言と支援を行う。 

①適正処理および廃掃法遵守を現場まで徹底をする。 

９月 30 日 福岡県農業用廃プラスチック適正処理研修会」に講師派遣依頼に対応し、竹谷委員 

長より「農業用廃プラスチックをめぐる最近の動向と適正処理」と題して講師対応をした。 

②適正処理および廃掃法遵守を現場まで徹底をする。 

４月に農業用産業廃棄物管理票（マニフェスト）を 20,000 部増刷し、10 月６日現在で全国 23

ヶ所 7,200 部の有料提供をした。 
 

２．農業使用済プラスチックの回収・処理状況を把握し、関係者との課題の検討・協議を通じてリサ

イクルに向けた適正処理の改善・拡充を図る。 

  ９月 30 日～10月２日にかけて①福岡県園芸用廃プラスチック適正処理推進協議会、②田川地域 

  農業用廃廃プラスチック適正処理推進協議会、③豊前市農業用廃プラスチック適正処理推進協議 

  会、④北九州農業協同組合遠賀・中間地区農業振興本部を訪問して現地確認調査を実施し改善処 

  置指導等をすると共に、⑤現地の処理業者の２社との意見交換を実施した。 
 

３．パンフレット・手引等普及促進資材の配布およびパネル展示等により適正処理の意識啓発を図る。 

  ①９月３日～４日の「施設園芸新技術セミナー・機器資材展 in佐賀」及び②８月 26日～28 日  

  の第 15 回施設園芸技術中級講座に、普及促進資材のパンフレット「〈農業用使用済プラスチッ 

  ク〉適正処理のごあんない」および「農業用使用済プラスチック適正処理の手引」を配布した。 
 

４．その他 

 スマートグリーンハウス展開推進における廃プラスチック処理関係事業計画の進め方について、  

 処理コストの低減及び有効利用に向けての取組に協力をしている。   

 

 

【イベント紹介】 

 
 
 

 
 

今年度の園芸施設・産地現地研修会につきましては、「多収生産型施設」および「大規模土耕栽培

型施設」におけるトマト高収量栽培施設において施設園芸に関する最新の技術と最近の取り組みを研

修することを目的に開催予定としています。 

１．「令和２年度 園芸施設・産地現地研修会」の開催について 



皆様にとって興味深い内容であると存じますので、奮ってご参加をいただきますようよろしくお願

い申し上げます。 

なお、詳細については現在調整中です。開催内容が決定しましたら、当協会ホームページでお知ら

せいたします。 

 
 
 

 

 
 

本セミナーでは新型コロナウイルス対策を十分に行って、下記の日程で開催する予定です。 

[日  時] 2021 年(令和３年) ２月４日(木)13：00 ～２月５日(金)17：00(予定) 

[場 所] 江戸川区総合文化センター （東京都江戸川区中央 4-14-1） 

期間中、会場入口周辺において施設園芸関連の機器資材展示を行います。 
 

〇全体テーマ：「次世代に向けた施設生産の収益性向上の方向」 

〇日程： 

◆一日目 テーマ：「施設生産の先進技術と収益性向上」 

(講演５件) 

    施設園芸関係の施策、データの共通利用プラットフォームの解説、先端技術や先進的生産法

人の取り組みなどを紹介(予定) 

(出展者プレゼンテーション)   
 

◆二日目 テーマ：「葉菜類の施設生産と人工光型植物工場の動向」 

  (講演６件) 

    葉菜類の大規模生産事例、大規模人工光植物工場の事例、植物工場野菜の市場性などを紹介

(予定) 

(出展者プレゼンテーション) 

(パネルディスカッション) 「次世代に向けた葉菜類生産と人工光型植物工場の発展方向」 
 

  なお、機器資材展につきましては、コロナ渦の影響で規模縮小が懸念される中で、幅の広い情報

配信を行うために、実物展示に加えてバーチャル展示会を並行して開催することについて検討して

おります。 

※詳細が決まりましたら、チラシや当協会ホームページ等でお知らせいたします。 

 

 

 
 

 

 

来年７月に、当協会主催の「施設園芸・植物工場展 ２０２１(GPEC in 愛知)」開催します！  
 

施設園芸及び植物工場（太陽光利用型・完全人工光型）全般にわたる技術や種苗、栽培資材・技術、

肥料・農薬から農業 ICT、環境制御装置に至るまで、施設園芸と植物工場に関連する機器・技術を総

合的に網羅した、わが国唯一の「専門展示会」として、前回の出展者等から頂いた意見を踏まえ、内

容をさらに充実して実施致します。 

 

２．「第 42 回 施設園芸総合セミナー・機器資材展」開催について 

３．「施設園芸・植物工場展 ２０２１(GPEC in 愛知)」開催について 



■ 開催概要は、以下のとおりです。 

１．開催日時:令和３年７月 14日(水)～16 日(金)  

会場時間 10:00～17:00 

２．開催場所：愛知県国際展示場（AICHI SKY EXPO） 

３．搬入/搬出 

    搬入: 令和３年７月 12 日(月)～13 日(火) 

    搬出: 令和３年７月 16 日(金) 閉場後～22:00 

４．主    催  一般社団法人 日本施設園芸協会 

５．後    援  

    農林水産省、経済産業省、全国農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合会 

    農林中央金庫、(一社)全国農業会議所、(公社)全国農業共済協会、(株)日本政策金融公庫 

６．共    催  アテックス株式会社 

７．協  賛 施設園芸・植物工場関係諸団体(申請予定) 

８．展示規模 国内外 165 社・団体(目標)【前回実績展示規模：国内外 235 社・団体】 

９．入 場 料  1,000 円(税込)※来場登録制、Ｗeｂ事前登録者・招待券持参者は無料 

10. 来場者数  28,000 人(目標)、【前回実績来場者数：40,182 名】 
 

■ 2021(GPEC)テーマ  
 

「未来につなげるＮＩＰＰＯＮ農業」 
 

■ 「施設園芸・植物工場展 ２０２１(GPEC in 愛知)」出展募集を 10 月より開始いたしました！ 
 

●出展小間料金 

   ① 会員 326,700 円（税込）/１小間 

   ② 一般 366,300 円（税込）/１小間 

※１小間=９ｍ2(間口３ｍ×奥行３ｍ×高さ 2.7ｍ)  

                                                

     出展申し込み締切り：2021 年２月 26 日（金） 

 

※GPEC 出展のご案内は、GPEC2021 のホームページよりダウンロード願います。 
 
 
 
 

 

 
 

 
 各種データ（需要、環境、植物生育、作業、収量、販売等）を活用し生産性や収益性の向上を目指

す施設園芸（スマートグリーンハウス）の展開推進のため、事例紹介とディスカッションによるセミ

ナーをオンライン開催いたします。第１回の本セミナーでは都市近郊での施設園芸を中心とした複合

経営とそこでのデータ活用について、兵庫県の（株）東馬場農園、神奈川県の井出農園による講演を

配信し、事前にお受けする質問などに対するディスカッションを行います。オンライン開催により外

出に制限のある方、遠方の方にも気軽にご参加いただけます。お申込み、ご参加をお待ちしています。 
 

【セミナー名称】令和２年度スマートグリーンハウス展開推進 スマートグリーンハウスセミナー 

（第 1回） 

４．スマートグリーンハウスセミナー（第１回）オンライン開催のお知らせ 



【主催】一般社団法人日本施設園芸協会 
 

【講演配信】 

・日時：令和 2年 11 月 18 日(水)～11 月 24 日(火)18 時まで（Youtube にて限定公開） 

・テーマ：都市近郊複合経営と施設園芸でのデータ活用 

・講演１講師：株式会社東馬場農園 農場長 藤﨑智佳氏（兵庫県神戸市） 

・講演２講師：井出農園 井出康平氏（神奈川県藤沢市） 
 

【ライブディスカッション】 

・日時：11 月 24 日(火)14 時～15 時半頃（zoom ウェビナーによるライブ） 

・講師とパネラーによるディスカッション 

・講演配信の事前質問票による Q＆A 

・ライブ参加者との Q＆A 
 

【パネラー】 

・農研機構 野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域長 東出忠桐氏（コーディネーター） 

・大阪府立大学 人間社会システム科学研究科 教授 大山克己氏 

・オイシックス・ラ・大地株式会社 戦略調達セクション ファウンダー 阪下利久氏 

・東海大学名誉教授 林真紀夫氏 

（以上、本事業スマートグリーンハウス検討専門委員会委員の方々） 
 

【お申し込み】 

・日本施設園芸協会ホームページより www.jgha.com 

・講演配信定員：なし 

・ライブディスカッション定員：100 名様（定員になり次第締切） 

・申込締切期日：令和 2年 11 月 20 日(金) 16 時 
 

【参加対象】 

・施設園芸生産者、経営者、栽培管理者、並びに研修中の皆様 

・試験研究機関、行政・普及指導機関、民間企業の皆様 
 

【参加費】 

・無料 

【連絡先】 

（一社）日本施設園芸協会 スマートグリーンハウスセミナー担当 土屋・石井 jisedai1@jgha.com                           

 
 

【国内情報】 
 

 

 

令和元事業年度燃油価格高騰対策の施設園芸セーフティネット構築事業及び茶セーフティネット構

築事業について、各県協議会からの９月末の実施状況報告を集計したところ、セーフティネット契約

金額は 40億２千万円ありましたが、契約対象期間の各月のＡ重油価格、気温等が発動基準に達しなか

ったことから、価格差補填金の交付実績はありませんでした。 

会員の皆様には、引き続き本対策について情報提供して参りますので、よろしくお願いいたします。 

1．施設園芸等燃油価格高騰対策の実施について 



 

 

 

 

 野菜流通カット協議会（事務局：一般社団法人 日本施設園芸協会）は、農林水産省の助成を受けて、

加工・業務用国産野菜の生産・流通等の拡大を図ることを目標に水田農業高収益作物導入推進事業（全

国推進）を実施しています。 

 今後のスケジュールとしては、皆様が参加可能な圃場での収穫実演会・セミナーや先進地視察・契

約取引セミナーなど以下のとおり予定しています。 
 

  ●加工・業務用野菜先進地視察及び契約取引セミナーの開催 

     開 催 日:令和２年 11 月４日(水) 

     現地視察：全農とやまたまねぎ簡易乾燥・調製施設 

     現地視察：加工・業務用キャベツ圃場（JAなのはな管内） 

     セミナー：富山市農協会館  
 

  ●ブロッコリー圃場における機械収穫一貫体系実演会及びセミナーの開催 

     開 催 日:令和２年 11 月 26 日(木) 

     現地視察：加工・業務用ブロッコリーの機械収穫及び機械化一貫体系の視察 

     現地視察：ブロッコリー・フローレットカッターや包装機の見学 

     セミナー：菊川文化会館アエル  
 

  ●加工・業務用野菜先進地視察及び契約取引セミナーの開催 

     開 催 日:令和３年１月末日 

     開催場所：長崎県管内 
 

  
         

 

 

 

 
 
 
 

【海外情報】 
 

 

 

＜持続可能で収益性の高い温室事業＞  

「日本の施設園芸における人工知能（AI）・ロボット工学・環境制御・再生可能エネルギーの利用」  
 

日   時 ● 2020年11月12日(木)  

16:00 – 17:30 JST (8:00-9:30 CET)  

参 加 費 ● 無料  

使用言語 ● 日本語および英語（同時通訳つき）  
 

■登録締切 11 月２日(月) 本ウェビナーの定員は約250名。原則として先着順。 

■お問合せ オランダ王国大使館農務部 tok-lnv@minbuza.nl  

２．水田農業高収益作物導入推進事業(全国推進)の取り組みについて 

上記のセミナー・現地検討会の開催要領等及び今後のセミナー予定等は､野菜流通カット 

協議会のホームページに掲載していますので、そちらをご覧ください！

野菜流通カッ ト 協議会
Vegetables Distribution and Cutting Association ＵＲＬ：http：//www.vedica.jp 

 

１．「日蘭施設園芸セミナー（ウェビナー）」の開催について 

満

員

御

礼 



__________________________________________________________________________________  

モデレーター  

● オランダ王国大使館農務参事官エバート ヤン・クライエンブリンク  

___________________________________________________________________________________ 
 

プログラム（暫定版・敬称略）  

各講演後、１つまたは２つ、確認のための質問をお受けします。  
 

16:00 モデレーターより開会の挨拶  

オランダ王国大使館農務参事官エバート ヤン・クライエンブリンク  

16:05 歓迎の挨拶  

駐日オランダ王国大使ペーター・ファン・デル・フリート  

16:10 来賓挨拶  

農林水産省大臣官房生産振興審議官 安岡 澄人  

16:15 講演「自律型温室における研究開発の最新動向」  

ワーヘニンゲン大学研究センター  

シニアサイエンティスト／ビジネスディベロッパー（フェノミクス・自動化） リック・ファンデ

ゼッデリサーチャー（温室技術） アナ・ペトロポル  

16:30 講演「日本の施設園芸の現状と課題：スマート農業と地域エネルギー活用の動向」  

一般社団法人日本施設園芸協会 副会長 大出 祐造  

16:45 講演「温室自動化のためのIoT、ビッグデータ、人工知能（AI）」  

ホーヘンドールン・アジア ゼネラルマネージャー ウィルト・フォンク  

17:00 講演「日本の施設園芸におけるロボットと自動化の可能性」  

セルトン 輸出マネージャー フレーク・ファンレイン  

株式会社デンソーアグリテックソリューションズ 代表取締役社長 清水 修  

17:15 質疑応答とモデレーターによる総括  

17:30 終了  
 

（プログラムは予告なく変更になる場合があります。予めご了承ください。） 
 
 
 
 

【行政情報】 
 

 

農林水産省では、近年の台風

や大雪等による災害により、多くの施設園芸が被災したことを受け、台風前の６月と降雪前の 11月を

「災害に強い施設園芸づくり月間」と定めています。 

農林水産省の「災害に強い園芸づくり月間（11 月）における雪害被害の防止に向けた技術指導の徹

底及び農業保険の加入推進」（10 月 22 日事務連絡）に基づいて、雪害被害に防止に向けた技術指導

をはじめ、補償がさらに充実された園芸施設共済や新型コロナウイルス特例が設けられた収入保険と

いった農業保険の加入促進に対し、ご理解ご協力よろしくお願いします。 

１．災害に強い園芸づくり月間（11 月）について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業保険関係は、https://www.maff.go.jp/j/keiei/nogyohoken/index.html を参照。 

 
 

 

 

 令和２年９月 30日に、農林水産省の園芸関係に係る令和３年度の予算概算要求が公表されました。 

園芸作物関係については、水稲からの作付転換による新たな園芸産地の育成、既存の国内産地では需

要に応えきれていない端境期を埋めるための加工・業務用野菜の作付の拡大、施設園芸の生産性向上

と規模拡大を加速化する取組等を支援が重点事項として取り上げられています。 

http://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/index.html 

２．農林水産省 令和３年度施設園芸関係予算概算要求について 



 また、スマート農業関係では、令和３年度から農業データ連携・共有のための環境整備に当たって、

施設園芸分野においても、協調データ項目の特定、データ形式の標準化、API の標準的な仕様の整備、

接続検証などへの取組が重要な課題となりそうです。 

 

 

農林水産省では、農業者が良質かつ低廉な農業資材を調達する際の参考となるよう、また、農業資

材メーカーの合理化に向けた検討の参考となるよう、国内外における農業資材の価格等の調査を実施

しています。 

 昨年に続き、今般、令和２年度の調査結果を取りまとめ、９月８日に公表いたしました。対象資材

として、肥料、農薬、被覆資材・段ボール、農業機械・配合飼料、農業用ハウスについて調査を行っ

ております。被覆資材ではハウス用資材として、農ポリ及び農 PO の価格について農業資材販売店への

アンケート調査を行い、その結果を公表しました。その結果、１㎡当たり農ﾋﾞ（厚さ 0.1ｍｍ、幅 600

㎝）で 451～1,326 円、農 PO（厚さ 0.1 ㎜、幅 600 ㎜、流滴処理：錬込み式）で 360～1,507 円と販売

価格に大きな幅がありました。 

農業ハウスは、農 PO フィルム張パイプハウス及び耐候性ハウスについて調査をしており、前者は、

農業資材販売店への聞き取り、後者は令和元年に国庫補助事業で設置されたハウスの価格のとりまと

めとなっています。価格は、農 PO フィルム張パイプハウス（間口 6m×奥行 50ｍ×軒高 1.8m(3a)、パ

イプ：Φ25.4 ㎜×1.2 ㎜）で 1,000～4,320 千円、耐候性ハウスで 10ａ当たり 4,186～30,260 千円と

大きな幅がありました。 

調査結果の詳しい内容については、以下の農林水産省のホームページをご覧ください。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/nougyo_kyousou_ryoku/sienhou/index.html 

 

 

  
 

農林水産省において、スマート農業技術の実用化や導入が進むに伴って、農業現場からは、異なる

機器・システムの利用に当たり、メーカーの垣根を越えて相互にデータ連携し、一元的にデータを管

理・分析することで、経営改善に生かしたいというニーズが高まる中で、農業者がシステムの壁を越

えて利用するデータの洗出し、データ連携の在り方の検討など、円滑かつ迅速な検討・整備に資する

よう、農業分野におけるオープン API 整備に向けた検討会（以下「検討会」という。）が令和２年８

月６日に設置されました。 

 令和２年 10 月 14 日に、第２回目の検討会が開催され、農業機械分野における連携が一歩一歩進ん

でいます。施設園芸の分野においてもデータ利用においても、今後重要な課題となってくると思われ

るので、さらに注視していきたいと考えています。 

 

※農林水産省の「農業分野におけるオープン API 整備に向けた検討会」ホームページ 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/openapi.html 

 

 

 

４．農林水産省 農業分野におけるオープン API 整備に向けた検討会について 

３．被覆資材（ハウス用資材）、パイプハウス、耐候性ハウスの価格の公表について 



 
【事務局から】 

お願い！ 

このニュースレターは、会員の皆様の参加により作られます。 

会社の動向、施設園芸等に関する意見、協会や国に対する要望等の“皆様の声”を積極的に 

お寄せ下さるようお願いします。 

            発行責任者:事務局長 藤村 博志 (fujimura@jgha.com)         

作成担当者:企画部長  平島 誠也（hirashima@jgha.com） 

 

 

 

 
 

 標記説明会が、令和２年 10月 22 日に開催されました。  

農林水産省では、ビッグデータや AI 等を活用したスマート農業の普及のため、知的財産である農業

ノウハウの保護とデータの利活用促進の調和を図る「農業分野における AI・データに関する契約ガイ

ドライン」を本年３月に策定しました。秘密保持契約の他、データの収集・加工等により創出された

価値のあるデータ・成果物等の利用や適切な利益配分の取決め、データ等の第三者提供や目的外利用

の制限について、契約のひな形や考え方等を示しています。 

農林水産省の補助事業等を用いて、スマート農機、農業ロボット、ドローン、IoT 機器等を導入す

る場合は、そのシステムサービスの契約を、「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライ

ン」に準拠させることが令和３年度から要件化されます。 

これにより、システムサービス提供者が農業者から受領・保管することとなる農業データについて

は、農業者が希望すれば農業者に提供するとの条項等を契約に入れることが求められることとなりま

す。各事業の要件化の検討がこれからなので、引き続き情報に注視していきます。 

 詳細については、以下のサイトを参照してください。

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.shiryou.html 

 

 

 

 

 総務省・経済産業省では、令和３年６月に全ての事業所・企業を対象とした「令和３年経済センサ

ス－活動調査」を実施します。この調査の円滑な実施のため、令和２年 10月下旬から順次、支所等を

有する企業本社の方々に対して、企業参加の支所等の事業内容等を確認する「企業構造の事前確認」

を行うとのことです。 

 

詳細は、経済センサス総合ガイドＵＲＬをご確認ください。 

 http://www.stat.go.jp/data/e-census/guide/index.html 

※農林水産省の「農業分野におけるオープン API 整備に向けた検討会」ホームページ 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/openapi.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．農業ＡＩデータ契約ガイドラインの要件化に関する説明会について 

６．令和３年経済センサス-活動調査及び企業構造の事前確認について 


